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特別用途食品の表示許可等に係る疑義照会への回答 

 

 

 令和３年 12月７日付けで依頼のあった「特別用途食品の表示許可等について」

及び「特別用途食品に関する質疑応答集」における「えん下困難者用食品」の申

請等に関する疑義について、別紙のとおり回答します。 

 つきましては、関係企業及び関係団体等に周知いただきますようお願いしま

す。 



（別紙） 

確認事項１ 質疑応答集の問 11 にある規格とは、通知 別添２-２（４）オ（ア）に示される「製

造者が設定した許可申請食品の製品規格（硬さ・付着性・凝集性）」を意味するものであるか。 

また、例示された製品が許可基準Ⅲの許可を得た後、通知 別添３-８品質管理等の定期的

な報告による外部試験結果や、消費者庁による買上調査等による外部試験結果で、硬さが許

可基準Ⅱの値となった場合であっても、あくまで「製造者が設定した許可申請食品の製品規

格（硬さ・付着性・凝集性）」の範囲内であることが確認されるものであるか。 

 

（答）貴見のとおり。 

 

 

確認事項２ 通知別添１第５表７注記※１に、常温及び喫食の目安となる温度のいずれの条件で

あっても規格基準の範囲内であることとある。また、別添２別紙２-４（１）「えん下困難者

用食品の試験方法」（硬さ、付着性及び凝集性の試験方法）により、測定は、冷たくして食す

る又は常温で食する食品は 10±２℃及び 20±２℃、温かくして食する食品は 20±２℃及び

45±２℃で行うこととある。 

上述から、喫食の目安となる温度が「冷たい～温かい」に渡る製品（例：豆腐状で冷たく

してプリン様～温かくして湯豆腐様など）で、測定の結果、冷たい場合と温かい場合で該当

する許可基準の規格範囲が異なる製品（例：冷たい場合は許可基準Ⅱ、温かい場合は許可基

準Ⅰ）においては、両温度帯の物性範囲を包含する許可基準（例では許可基準Ⅱ）で申請し

てよろしいか。 

 

（答）貴見のとおり。  


